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  ［Abstract］
Understanding the Current and Future Issues of Social Work 
Macro Practice in Japan

This study aims to present the current and future issues related to social 
work macro practices in Japan. We conducted a literature review on the 
research, practice, and education on this topic. In addition, to examine 
macro practices at the organizational, community, and policy levels, these 
were discussed as points of contact with macro practices and their possi-
bilities from the perspectives of political science, law, and education. The 
results demonstrated that no consensus exists on the conceptualization of 
the micro–mezzo–macro levels of social work in Japan. Therefore, we 
proposed definitions of micro and macro practices in relation to social 
work according to purposes instead of objects. Lastly, collaborating with 
other disciplines, such as political science, law, and education, is neces-
sary to effectively realize macro practices at the organizational, commu-
nity, and policy levels.

日本におけるソーシャルワーク・マクロ実践の現在と今後の課題
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１．研究の目的

　近年，日本では少子高齢化や人口減少，家
族規模の縮小といった様々な社会情勢の変化
を背景として，人々の抱えるニーズの多様
化・複雑化が生じてきた。これらのニーズに
対応するために地域共生社会の実現が掲げら
れ，ソーシャルワーク専門職である社会福祉
士への期待が高まっている（社会保障審議

会 福祉人材確保専門委員会2018）。同報告書
では「複合化・複雑化した課題を受け止める
多機関の協働による包括的な相談支援体制及
び地域住民等が主体的に地域課題を把握して
解決を試みる体制の構築やその後の運営推進
において中核的な役割を担うとともに，新た
に生じるニーズに対応するため」に必要な24
のソーシャルワーク機能が示された。それら
には個別のクライエントへの支援だけでな
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く，地域づくりや社会資源の創出など，いわ
ばソーシャルワーク・マクロ実践（以下，マ
クロ実践）１）としての機能が多数並んでいる。
　マクロ実践は，ソーシャルワーク（以
下，SW）の統合化の流れにおいてアメリ
カで登場した考え方であり（室田2013），
Encyclopedia of Social Work においてMacro 
Social Work Practice を著している Netting
ら（2017）は「組織，コミュニティ，政策領
域のいずれか，あるいはこれらのうちの複数
のものに変化をもたらすために企図された専
門性に基づく（諸）介入」と定義している。
　アメリカにおけるマクロ実践の始まりは慈
善組織協会とセツルメントハウス運動とされ
（Trattner 1998），ソーシャル・ケースワー
クと同等の歴史を有するものの，その後の経
過においてSW教育は個別支援（ミクロ実践）
に傾倒し，2013年の SW修士課程におけるマ
クロ・SW コースの在籍学生は全体の８％で
あった（Bailey ら2022）。このような状況を
受けて ACOSA（Association of Community 
Organization and Social Administration） は
マクロ実践を推進するための特別委員会（以
下，SC）を組織し，大学院レベルで SW を
専攻する学生の20％がマクロ・SW を専攻す
ること，SW 修士課程におけるミクロとマク
ロのバランス調整という２つの目標に向けて
取り組みが進められた。その結果，2018年に
CSWE（Council on Social Work Education）
との共同作成によって『マクロ SW のため
の専門的な実践カリキュラムガイド』が出版
されている。その後も SC の目標達成・活発
化に向けたAction clusters を組織し，活動が
推進されている（Bailey ら2022）。
　他方で，従来アメリカでは SW実践をミク
ロレベル・メゾレベル・マクロレベルに区分
し，ミクロ実践は主に個人，家族，小集団に
直面する問題に対応する活動，メゾ実践は家
族と小集団を対象とするレベル，マクロ実践
は社会全般の変革や向上を志向するものとし

て整理していた（NASW 1981）。Generalist 
Practice においても，個人に対する実践をミ
クロ実践，家族に対する実践をミクロもしく
はメゾ実践，グループに対する実践をメゾ実
践，そして組織，コミュニティなどの大きな
システムに対する実践をマクロ実践と定義さ
れている（Ashuman ら2018a）。しかし，そ
れに対して Bailey ら（2022）は，ミクロを
個人と家族に焦点を当てた SW，マクロを組
織の管理・運営，コミュニティの組織化，政
策実践に直接関わるものと定義したうえで，
「グループでの活動についてマクロではチー
ムワーク，ミクロではグループワークと呼ぶ
ためメゾはもはや必要ない」と述べており，
ミクロ・メゾ・マクロという３つの実践レベ
ルの整理も刷新される段階へと到達しつつあ
る状況がうかがわれる。
　これ以外にも Encyclopedia of Social Work
には2020年以降にマクロ実践に関する多数の
論文が掲載されるなど，アメリカでは研究・
実践・教育の３側面においてマクロ実践の取
り組みが積極的に推進されている。
　日本においても2021年度から新しい社会福
祉士・精神保健福祉士の養成課程が始めら
れ，冒頭に述べた地域共生社会の実現に向け
たマクロ実践に資する教育が始められた。ま
た，日本社会福祉士会（2021）が『社会を動
かすマクロソーシャルワークの理論と実践　
新しい一歩を踏み出すために』を出版するな
ど，マクロ実践への関心は高まってきている
といえよう。
　しかしながら，日本における議論ではミク
ロ・メゾ・マクロといった概念が十分に整理
されているとは言い難く，明確なマクロ実践
としてのSWの実践状況も明らかではない。
そこで本研究では，まず日本におけるマクロ
実践に関する研究・実践について文献レビュ
ーを行うとともに，教育において求められる
内容を確認する。また，日本における組織，
コミュニティ，政策領域での SW の効果的
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展開を検討するために，政治学，法学，そし
て教育学という他学問分野の視点からマクロ
実践の可能性について論究する。これらを通
して，日本におけるマクロ実践の現在と今後
の課題について提示することを本研究の目的
とする。

２．�ソーシャルワーク・マクロ実践を
めぐる研究・実践・教育の現状と
課題

　ここでは，日本におけるマクロ実践の現在
と今後の課題について明確化するために，研
究，実践，そして教育の三側面から整理を行う。
（１）ソーシャルワーク研究
　日本でのマクロ実践に関する SW研究（本
稿において SW 研究と社会福祉実践研究は
同義と捉える）を整理する場合，社会福祉士
養成教育の展開を意識することが必要とな
る。また，SW 研究におけるマクロ実践の概
念規定を明確化するうえで，ミクロ・メゾ・
マクロという３区分がどのように整理されて
きたのかを把握することは必要不可欠といえ
よう。そこで以下においては，主にこれらの
２点に着目しながら日本においてマクロ実践
がどのように規定されてきたのかについて整
理を行う。
　アメリカでは SW 統合化の流れにおいて
マクロ実践という概念が登場してきたことは
上記の通りだが，その流れはSpechtら（1977）
による“Integrating Social Work Methods”
によって詳細に整理されている。岡村ら
（1980）の監修によって当該書籍は1980年に
和訳され，その中で Middleman ら（1974）
が直接援助と間接援助という二元法を克服す
るためにミクロレベルの実践活動とマクロレ
ベルでの実践活動という言葉を用いているこ
とが記述されている。
　その翌年に NASW（1981）が提示した
SW の定義においてもミクロ・メゾ・マクロ

のレベルが示されているが，1988年度から始
まった社会福祉士養成課程の指定科目にも対
応するものとして出版された「社会福祉援助
技術総論」（岡本ら編著1990）では，SW の
統合化の流れは記述されているもののミク
ロ・メゾ・マクロには言及されていない。社
会福祉援助技術に関する整理では，直接援助
技術としての個別援助技術と集団援助技術，
間接援助技術としての地域援助技術，社会福
祉調査法，社会福祉運営管理，社会福祉計画
法，社会活動法，さらに関連技術が列挙され
るにとどまっている。
　日本社会福祉士会（2021）でも言及され
ているように，その後1993年に発行された
『現代福祉学レキシコン』においてマクロ・
SW が掲載されている。そこでは「社会福祉
を巨視的な角度からとらえて実践する広範な
実践」と定義して，ミクロ・SW との対比に
おいて用いられる概念であることを述べてい
る。また，「マクロ（巨視的・広域的実践）
とミクロ（微視的・極小的実践）との中間に，
今日問題になっている地域福祉や家族問題な
どの課題をどのようにカテゴライズするかの
問題がある」としたうえで，「これらの領域
はマクロ並びにミクロいずれの領域にも関連
していることから，あえてこの領域をメゾ・
ソーシャルワークと呼ぶこともある」と記載
されている。ただし，このメゾ・SW の定義
の根拠は必ずしも明確ではない。参考文献に
高沢（1985）による「社会福祉のマクロとミ
クロの間」が記されているものの，当該文献
では“メゾ”について以下の記述しか見られ
ない。

　�　もともと私はマクロ寄りの専門分野に属
しているのだが，～中略～社会福祉に関し
て，理論はどのように関わればよいのか。
～中略～このような問いには，マクロでも
ミクロでもない，極めて中間領域的（middle 
range / half-way）なやり方で私がこのと
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ころ臨んでいたということに，結果とし
て気づくことになった。『マクロとミクロ
の間』というような奇妙な書名を採用した
のは，この数年間，このようなメッツォ
（mezzo）の課題の重さを私が気にかけて
きたからであり～後略（高沢1985；ⅱ）

　NASW（1981）による SW の定義ではす
でにミクロ・メゾ・マクロに分けられてお
り，メゾ実践は主に家族と小集団を対象とす
るレベル，マクロ実践は社会全般の変革や向
上を志向しており，政治行動，コミュニティ
の組織化，管理運営などが含まれると記述さ
れている。この定義と『現代福祉学レキシコ
ン』の記述を比較すると，地域福祉の課題を
メゾ・SW としている点においてずれが生じ
ていることが分かる。このずれは，社会学に
おける研究対象についての整理と，SW にお
ける実践レベルについての整理との相違を十
分に精査することなく，ミクロ・メゾ・マク
ロに関する社会学の定義を（同じ用語である
がために）SW の実践レベルとしての定義に
そのまま用いたことで生じたものではないか
と考えることができる。『現代福祉学レキシ
コン』における「地域福祉や家族問題などの
課題をどのようにカテゴライズするのか」と
いう表記からわかるように，“実践”ではな
く“事象”を定義づけしようとしていること
からも，このような考察が可能といえよう。
　その後，2000年に社会福祉士養成カリキュ
ラムが改正され，従来の社会福祉援助技術総
論・各論から社会福祉援助技術論に再構成さ
れた。この前後にミクロ・メゾ・マクロに関
する記述が多く登場している。しかし，そこ
でもシステム理論としてのミクロ・メゾ・マ
クロの整理と，SW 実践としてのミクロ・メ
ゾ・マクロレベルの整理の両方が存在する中
で，それらの関係性について十分に吟味する
ことなく混合されているような記述が複数見
受けられる。

　１つは，副田（2002：185）が直接実践の
うち個人とのワークと家族とのワークをミク
ロ・レベル実践，小集団とのワークをメゾ・
レベル実践，間接実践（地域実践，組織実践，
社会計画）をマクロ・レベル実践としたよう
に，SW 実践としてのミクロ・メゾ・マクロ
実践を提示するものである。久保（2002：
７）も NASW による1981年の定義を基に，
ミクロ実践は主に個人，家族，小集団を対象，
メゾ実践は家族と小集団，マクロ実践は社会
全般の変革や向上が志向されることを述べて
いる。これらの整理は，北米での文献等に依
拠しているため，近年におけるアメリカでの
SW のミクロ・メゾ・マクロ実践に対応する
整理となっている。
　もう１つは，社会学やシステム理論に依拠
して，システムとしての規模に基づいて対象
をミクロ・メゾ・マクロと整理する論旨であ
る。例えば，日本学術会議 社会福祉・社会
保障研究連絡委員会（2000：480）による『社
会福祉・社会保障研究連絡委員会報告　社会
サービスに関する研究・教育の推進につい
て』では，ミクロ・メゾ・マクロ各レベルの
研究課題と諸科学（例示）が示されており，
マクロに福祉国家，法，社会福祉政策，社会
保障政策，メゾに地方自治体，自治体条例，
地域福祉，施設・NPO 運営などがそれぞれ
規定されている。またターナー編著（米本監
訳 1999）による『ソーシャルワーク・トリ
ートメント　下』の第25章にシステム理論
が掲載されている。そこでは Magnusson ら
（1989）の定義を基にミクロレベルを「全物
理的・社会的環境のうち個人がある一定の期
間，日常生活の中で直接に接していて，かつ
相互作用できる部分」としている。またメゾ
レベルは「環境のうち何らかのありかたでミ
クロ環境の性格と機能に影響を与えたり決定
する部分」であり，学校，仕事，教会などの
生活に関わる主要なグループや組織や制度間
の関係を含むとしている。さらにマクロレベ
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ルは「そこに居住しているグループのメンバ
ーのほとんどに共通しており，～中略～さら
に大きな社会の物理的・社会的・文化的・経
済的・政治的構造」としている。これらは前
記の NASW（1981）による SW 実践として
の３レベルの定義とは明らかに異なるもので
あり，社会学における研究対象やシステム理
論による概念規定であるといえよう。
　そして，これらの２つの視点による概念規
定が混合してしまっている整理もみられる。
平塚（2002：35）は SW の実践がなされる
領域・範囲としてミクロ－メゾ－マクロを示
し，それぞれは部分的にオーバーラップする
ことを述べたうえで，ミクロレベルに個人・
家族・小集団，メゾレベルに家族・小集団・
コミュニティ，マクロレベルにコミュニテ
ィ・全体社会を含めている。また米本（2005：
157）も SWの対象をモデル的に捉える場合，
ミクロ・メゾ・マクロは部分的な重なりがあ
ることを述べ，ミクロに個人・家族・集団，
メゾに集団・地域・制度，マクロに制度・全
体社会を位置付けている。SW の実践レベル
としてのミクロ・メゾ・マクロとはずれ

4 4

があ
り，社会学やシステム理論による整理に影響
を受けて記述された内容と考えられる。
　このようにして日本における SW のミク
ロ・メゾ・マクロの整理は，アメリカの実践
レベルの定義と相違が生じてきたと考察する
ことができる。具体的には，アメリカでメゾ
実践に位置づけられるグループへの援助が日
本ではミクロレベルに位置づけられ，アメリ
カではマクロ実践に位置づけられる組織や地
域の変革を企図した実践が日本ではメゾレベ
ルに位置づけられてきた。ただし，ここでは
「組織や地域の変革を企図した」と記述した
が，日本におけるミクロ・メゾ・マクロの定
義では“対象”として個人・家族・小集団・
地域・制度などが記述されるにとどまり，そ
れが何を“目的”とした実践であるのかにつ
いて十分な記述は見受けられない。それはつ

まり，“SW 実践”としての目的設定がない
まま，働きかける対象についてのみ規定する
かたちでミクロ・メゾ・マクロという表現が
用いられてきたことを意味しているともいえ
よう。
　しかし，このようなアメリカにおける SW
の定義と齟齬がある日本独自のミクロ・メ
ゾ・マクロの概念規定は，2007年の社会福祉
士養成課程の改正においてさらに確たるもの
となったように見受けられる。
　刷新されたカリキュラムにおいて，社会福
祉援助技術演習は相談援助演習へと変更され
た。日本社会福祉士養成校協会（当時。以
下，社養協）編集（2009）の相談援助演習学
生向けテキストと教員向けテキストが発刊さ
れたが，それぞれに Magnusson ら（1989）
による環境のミクロ・レベル，メゾ・レベ
ル，マクロ・レベルが掲載されている。ここ
ではあくまでも“環境の”３レベルとして提
示され，それぞれ先述した米本監訳（1999）
の『ソーシャルワーク・トリートメント』に
おける記述と同じ定義が記載されている。ま
た，SW の３つのレベルとして対象規模にミ
クロレベル，メゾレベル，マクロレベルを示
し，ミクロレベルの対象分野を個人・家族・
集団，メゾレベルを組織内・組織間，マクロ
レベルを地域としている。その後，社養協に
設置された演習教育委員会（2013）による『相
談援助演習のための教育ガイドライン』では，
SW の“実践レベル”及び“実践方法”とし
て，ミクロレベル，メゾレベル，マクロレベ
ルの内容がそれぞれ提示されている。“実践
レベル”には NASW（1981）の定義を参考
にしていることが記述されているものの，ミ
クロ・メゾ・マクロの“実践方法”について
は参考文献や引用文献が示されておらず，何
に基づいて整理されたのか不明瞭である。そ
こでは特定の個人・家族・小グループに直接
かかわるものをミクロレベルとしている。ま
た自治体，地域住民，学校・職場等の組織，
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各種グループなどはメゾレベルに含まれると
して，その実践方法に組織・機関の管理運
営，コミュニティワーク（小地域福祉活動，
地域組織化）を含めており，NASW（1981）
による定義や Ashuman ら（2018）による
Generalist Practice の３分類とも整合してい
ない。『相談援助演習教員テキスト第２版』（日
本社会福祉士養成校協会編集2015：33）では
初版にあった表３－１が削除され，メゾレベ
ルには自治体・地域社会・組織システムなど
が対象に含まれること，マクロレベルは社会
全般の変革や向上を志向するもので，具体的
にコミュニティと国家，国際システム，そし
て政策や制度を含むことが示されている。初
版と比べて各レベルに記述されているシステ
ム規模が変更されおり，またミクロ・メゾ・
マクロという３レベルの SW を提起してき
たアメリカにおける整理と比較しても，十分
な根拠が示されないままに相異なる定義が示
されている。
　その後，同演習教育委員会の委員でもあっ
た石川（2019）は，日本におけるミクロ・メ
ゾ・マクロ SW 実践の理論的枠組みについ
て整理しているが，そこでも『相談援助演習
のための教育ガイドライン』による定義をベ
ースに，ミクロレベルは利用者や個人，メゾ
レベルはグループ，組織，地域社会，マク
ロレベルに制度・政策，社会意識が規定され
ている。また，同論文内ではメゾレベルがア
メリカの定義と異なっていることを認識しつ
つ，日本における地域への関心が高まってい
る状況を踏まえて独自のメゾレベルの定義を
確立する必要があることを提言している。た
だし，メゾレベルやマクロレベルに位置づけ
ることによってどのように実践への影響が生
じるのかについては言及されていない。
　この点について，アメリカでは働きかける
対象や目的（ミクロ・メゾ・マクロ実践）に
関わらず Generalist Practice としての支援展
開の基本は同じであることが提示されてい

る。加えてマクロ実践については「社会や社
会システムの変化を企図した実践」という目
的に関する定義は共通させつつも，コミュ
ニティ，組織，政策領域ごとに実践の特徴
や独自性が示されている（例えば Netting ら
2017，Ashuman ら2018b，Brueggemann2014
など）。そのため，コミュニティに対する実
践が“マクロ実践”に位置づけられることで
その独自性や特徴が埋没してしまうような整
理は行われていない。むしろ“マクロ実践”
として目的が明確にされるとともに，その実
践の基本展開と独自のポイントそれぞれが示
されている。
　これらを踏まえると，日本においてメゾレ
ベルの定義づけを独自に行い，地域福祉等に
関する実践をそこに位置づけることの必要性
はあまり想定されない。むしろ“対象”では
なく“実践の目的”に基づいてミクロ実践・
マクロ実践を定義づけ，現在行われている各
SW 実践の目的を踏まえて，それらがミクロ
実践に位置付けられるのか，マクロ実践に位
置付けられるのかを明確化していくことが必
要と考える。
　その後，2019年に再度社会福祉士の養成カ
リキュラムが改正され，相談援助演習は SW
演習へと改称された。日本ソーシャルワーク
教育学校連盟（2020）による『ソーシャルワ
ーク実習指導・実習のための教育ガイドライ
ン』ではミクロ・メゾ・マクロの実践レベル
の再整理が行われ，ミクロレベルは「直接援
助の対象である個人と家族への介入」，メゾ
レベルは「グループや学校・職場，近隣など
有意義な対人関係があるレベルで，クライエ
ントに直接，影響するシステムの変容を目指
す介入」，そしてマクロレベルを「対面での
直接サービス提供ではなく，社会問題に対応
するための社会計画や地域組織化」とされた。
NASW（1981）の定義に近づき，目的に基
づいて３レベルの実践が示されたといえる。
　また，日本社会福祉士会（2021）による『マ
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クロソーシャルワークの理論と実践』におい
ても，Encyclopedia of social work や Netting
ら（2017）の定義をもとに，マクロ実践をコ
ミュニティ実践，組織の運営管理，政策実践
と規定している。
　以上，整理してきたように，日本では社会
学やシステム理論における環境の３つのレベ
ルの整理と SW における実践レベルの整理
とが入り混じりながらマクロ実践が規定され
てきたことが分かる。特に2000年代における
日本学術会議の『社会福祉・社会保障研究連
絡委員会第17期報告』や社会福祉援助技術論
等による整理を基に，2010年代には社会福祉
士養成課程に対応したテキストにおいて日本
独自のミクロ・メゾ・マクロの定義がなされ
たが，直近のカリキュラム改正をきっかけと
してアメリカにおける規定に整合するように
再整理されたことが分かった。
　また，この間の研究においては SWの“対
象”としてのミクロ・メゾ・マクロという整
理と，“実践レベル”としてのミクロ・メゾ・
マクロがどのような関係にあるのかに関して
十分に検討されてこなかったこともその特徴
といえる。
　それでは，この間日本の SW 実践ではど
のようなマクロ実践がどのように展開されて
きたのだろうか。また，新たな社会福祉士養
成課程においてマクロ実践はどのように位置
づけられているのか。次の節においてそれぞ
れ検討していきたい。
　なお，以下においても本稿では Netting ら
（2017）による「組織，コミュニティ，政策
領域のいずれか，あるいはこれらのうちの複
数のものに変化をもたらすために企図された
専門性に基づく（諸）介入」という定義に基
づいてマクロ実践を論じることとする。

（２）ソーシャルワーク実践
　日本の SW実践における障害，生活困窮，
精神保健福祉，スクールソーシャルワークの

分野・領域を取り上げ，それぞれのマクロ実
践の現状と課題を概観していく。

（２）-１　障害分野
　マクロ実践を「組織，コミュニティ，政策
領域のいずれか，あるいはこれらのうちの複
数のものに変化をもたらすために企図された
専門性に基づく（諸）介入」と捉えるならば，
現状の障害領域の SW 実践においてマクロ
実践がなされているとは言い難い状況がある
と思われる。
　與那嶺（2004：206）は，アメリカにおけ
る障害領域の SW の歴史的変遷をたどり，
マクロ実践ばかりか，SW 実践と知的障害者
の関係は歴史的に見ても疎遠であり，相対的
に見ると他分野に比して知的障害領域におけ
る SW への関心は低く，現在もそうである
ことは否定できないと指摘している。
　さらに，與那嶺（2004：213-217）は，そ
の要因として①知的障害，発達障害領域で
は SW よりも，医学・教育学・心理学分野
の方が実践，研究，教育において長い歴史を
有しており，ソーシャルワーカー（以下，
SWer）が独自の研究や実践を行うことは困
難であったこと，②知的障害は不変であって，
環境要因から影響を受けることがないと考え
られていた社会的背景があり，環境要因への
働きかけの無効性を SWer が認識してしまっ
たこと，③伝統的に心理療法に偏重してきた
SW にとって，知的障害者に対する心理療法
の有効性への疑問が生まれ，支援対象から知
的障害者を除外することに繋がったこと，④
知的障害者の支援が施設中心であり，地域
で実践をする SWer との接点が少なかったこ
と，⑤知的障害分野の SW 実践に従事する
者の収入が低かったこと，⑥ SWer の養成カ
リキュラムが知的障害や発達障害に関して不
十分なものであったことの６点に整理してい
る。
　この與那嶺の指摘を踏まえた上で松岡
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（2011：65-67）は，日本における障害領域
の SW について，米国と比して SW そのも
のが市民権を獲得していない日本では，障害
領域の SWer は米国以上に脆弱なアイデンテ
ィティを意識させられてきたことは間違いな
く，現在の SW 理論と実践の主流である，
交互作用モデルを改良的に厳守してゆくこと
が SW にとって必須作業ではないかと指摘
している。交互作用モデルは，障害領域のみ
ならず領域を超えて SW に広く共通する視
点となっているため，この松岡の言及は妥
当といえるだろう。さらに松岡（2011：69-
70）は，交互作用モデルに関して，特に日本
においては，社会環境の改良を具体化する支
援アプローチが非常に弱いことに加え，実際
の実践は「人」と「環境」双方への個別的な
介入とならざるを得ない現実があるために，
SWer が「人」か「環境」のどちらか一方に
介入する，という姿勢に陥ることは自明のこ
とであることについても指摘している。
　最後に松岡（2011：83）の「障害を持つ身
体こそが交互作用の場であり，社会の障壁も
また身体をとおして経験されているのであ
る」という言説に注目したい。松岡（2011：
84）は，水山（2010）の「ディスアビリティ
体験」概念を援用しながら，障害児の身体を
通じて立ち現れるディスアビリティの遮断を
ミクロ的介入の目的としながらも，ディスア
ビリティを遮断するには，それを発生させて
いる環境，社会に働きかけることになり，こ
のミクロ的介入は，メゾ・マクロ的介入にも
なりうるとしている。このミクロ的介入とメ
ゾ・マクロ的介入は融合化しているという松
岡の分析は，障害者領域のマクロ実践を捉え
る際において一定の示唆を与えるものである
といえるだろう。

（２）-２　生活困窮分野
　続いて，生活困窮分野におけるマクロ実践
の現状について論ずる。マクロ実践におい

て支援者は，①集団（population），②問題
（problem），③アリーナ（arena）の３つの
領域の様々な経路からのエピソード（出来事）
に引き込まれ，それら領域の重なり合いや政
治的・政策的な配慮・文脈を理解しつつ“マ
クロレベルの変革のエピソード”をとりあげ
ていくことが焦点になるという（Netting ら
2017：７-９）。このことからすれば，生活困窮
の SW 実践として“マクロレベルの変革の
エピソード”をみていくことが必要となる。
そこで数多くある“マクロレベルの変革のエ
ピソード”を感じさせる実践の中から北海道
釧路市の「高齢者世帯へのご機嫌うかがい」
を取りあげ，また昨今，生活困窮者自立支援
や重層的支援体制でみられる伴走型支援につ
いても若干ながらふれていきたい。
　まず北海道釧路市の生活保護自立支援プロ
グラムモデル事業（2004年）で展開された活
動メニューに「高齢者世帯へのご機嫌うかが
い」がある（釧路市福祉部生活福祉事務所
編集委員会編2016，櫛部2018，松岡2022：
196）。この活動は，主に生活保護母子世帯等
の母親たちが，ホームヘルパーと同行し利用
者宅でお話し，交流するものであった（釧路
市福祉部生活福祉事務所編集委員会編2016，
櫛部2018）。これまで成功体験に乏しかった
母親が，高齢者との対話を通じて，「必要と
されている」，「感謝される」体験を得て，自
らの自尊心を回復させていくことになった
（櫛部2018）。そしてこれらは，在宅で暮ら
す高齢者や衰退する地域，人々のつながりが
希薄化する中で行われた。この活動は，生活
保護母子世帯や，在宅で暮らす高齢者という
「集団」が抱えている，人と人とのつながり
の喪失等という「問題」に着目し，主要産業
の衰退や高齢化，仕事の場の喪失等が生じる
地域という「アリーナ」においてデザインさ
れた実践であったといえる。これらの成果は，
行政や地域，法制度，支援者，利用者，各種
機関・団体等の多様なアクターによって紡ぎ
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出され，“マクロレベルの変革のエピソード”
となっていった。さらにこれらの成果は周知
のとおり，2006年に「釧路市生活保護自立支
援プログラム」としてステップアップ型の支
援を創出することになった（釧路市福祉部生
活福祉事務所編集委員会編2016，櫛部2018）。
　次に，伴走型支援は，現在，生活困窮者自
立支援や重層的支援体制整備事業等の構築に
おいてよく聞かれるタームとなった。奥田
（2021）によれば伴走型支援とは，「深刻化
する『社会的孤立』に対応するために『つな
がり続けること』を目的とした支援として生
まれ…。…かならずしも『問題解決』を前提
としていません。『問題を抱えながらどっこ
い生きている』，そのために必要なこととし
て『つながる―ひとりにしない』ことに着目
し…」て，「…社会的孤立状態にある個人に
対する支援（対個人）であるとともに，『人
を孤立させない地域社会の創造』（対社会的）
をめざす『社会活動』…」であるという（奥
田2021：10）。
　ここで重要なのは，個人の問題解決を図り
つつも，個人を取り巻く集団や組織，地域と
“つながり続ける”支援という点である。こ
れらのことからすれば，伴走型支援は，個人
と支援者が来談やアウトリーチ，支援関係等
を通じて「つながり」，地域や組織，集団に「つ
なげる」，そして見守りや地域とのかかわり，
時には個人がうまくいかなくなったときには
「もどす・つなぎなおす」支援を通じて，支
援者，地域等と「つながり続ける」ことにあ
る（奥田2021，松岡2022）。そして伴走型支
援には，“地域づくり”という役割もある。
伴走型支援は，個における自立（支援）を可
能とするために，地域資源や福祉サービス等
と結びつける支援が求められる。そのため支
援者（その組織）たちは，地域における情報
や団体，組織，いわゆる３つの領域（集団，
問題，アリーナ）に係る点を，行政や社会福
祉法人，民間団体，組織，地域等と連携し，

プラットフォーム等として築いておくことが
必要となる。さらにこれらのなかには，地域
福祉計画（地域福祉実践計画）やまちづくり
等の取り組みとして，個人と地域に伴走して
いく支援の理念や考え，仕組みを埋め込んだ
実践もみられる２）。これらはまさに，マクロ
実践のフレームを備えており，伴走型支援は
つながりの中で“マクロレベルの変革のエピ
ソード”が紡ぎ出していく取り組みと考える。
　この他にも生活困窮に対するマクロ実践は
多く存在する。これらを踏まえると，重要な
のは支援者がマクロ実践のフレームを持ち
“マクロ実践の変革のエピソード”を紡ぎ出
していく点にあると考える。

（２）-３　精神保健福祉領域
　日本の精神保健福祉領域におけるマクロ実
践は，入院医療中心の施策の中で，地域で暮
らしたいという当事者のニーズを支援できる
よう，「住む場」「働く場」「憩いの場」を創
出する営みとして行われてきた。谷中輝雄に
よる「やどかりの里」（1970年創設，埼玉県）
が代表例であるが，北海道においては，浦河
町の向谷地生良，帯広市の門屋充郎と小栗静
雄と草田修治，名寄市の岸本芳朗，稚内市の
中村喜人など，SWer が中心となった場の創
出が，1990年代初頭までに複数見られる（橋
本ら2022，永井2022，松浦・永井2020）。同
時期には，病院スタッフと家族会，企業等
により設立された共同住居も各地にみられ，
また，家族会等による小規模作業所の設立は
大きな運動となった。これらの動きは，1987
年の精神障害者小規模作業所運営助成事業の
実施や1993年の精神障害者地域生活援助事業
（グループホーム）の法定化へとつながって
いく（高畑2000）。さらに，1999年の精神保
健福祉法における地域生活支援センターの法
定化についても，それに先立ち，SWer らが
地域生活を送る精神障害者の「憩いの場」
を創出していたことが影響している（谷中
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2001）。
　上記の実践は，病院という組織や，精神障
害者が生活するコミュニティ，そして政策に
変化をもたらすために企図されたものであ
り，マクロ実践といえる。特に SWer による
実践は，「精神障害者の社会的復権」（1982年
の「日本精神医学ソーシャル・ワーカー協会
宣言（第18回札幌大会）―当面の基本方針に
ついて―」において「私達の労働実践の終局
目標」とされた）を目指し（谷中2000），当
事者のニーズに基づき，当事者と協働し，環
境を変えるといった「専門性に基づく介入」
であった。
　歴史に鑑みると，「精神障害者の社会的復
権」が必要な時代状況が，精神保健福祉領域
の SW においてマクロ実践を要請したと考
えられる。マクロ実践ソーシャルワークの方
法論，アプローチとして，「エビデンスに基
づく支援環境開発アプローチ」を提唱した大
島（2016）にも同様の認識が見られる。「支
援環境開発アプローチ」では，「社会的に支
援が必要な人たち（当事者）の福祉・ウェル
ビーイングを実現するために，①必要で有効
な公私にわたる援助資源や支援プログラム，
および②国民・社会一般の理解や協力」を「支
援環境（supportive environment）」とし，そ
の開発を目指す（大島2016：８-９）。大島は，
上記②が得られにくく，①の整備が遅れてき
た領域であることを理由に，「支援環境開発
アプローチ」の実践例として精神保健福祉領
域を取り上げている（大島2016：Ⅳ－Ⅴ）。
　2005年の障害者自立支援法成立後，法定サ
ービスが充実し，制度外のサービスを生み出
すことよりも，サービスをどのように組み合
わせて活用するかが志向され，並行してサー
ビス間の谷間をいかに埋めるかが課題ともな
ってきている。そこにおいて，大島（2016）
が提唱するアプローチにおける「開発すべき
支援環境の『要素』（『支援環境要素』）と有
効な支援のパッケージ（効果的プログラム

モデル）構築」（大島2016：28）は，マクロ
実践の一つの方向性を示していよう。その構
築は，実践家・当事者参画型で行われ，効果
がエビデンスに基づいて評価され，普及が可
能なように適切に記述されなくてはならない
（大島2016：279-280）。政策的に設置された
「精神障害にも対応した地域包括ケアシステ
ム」構築に関わる協議の場などを，効果的プ
ログラムモデル構築の場として活用していく
ことも，現在求められるマクロ実践の１つで
あると考える。

（２）-４　スクールソーシャルワーク
　スクールソーシャルワーカー活用事業３）

（以下，活用事業）が全国的に展開されて15
年近くが経過し，学校だけでは対応が難しか
った子どもの生活課題に対するスクールソー
シャルワーク（以下，SSW）の有効性や成
果が報告されている。文部科学省は，毎年，
全国の自治体における SSW の成果と課題を
公表しているが，特に複雑な家庭環境を背景
とする問題状況が「改善」または「好転」し
たとされる事例が各自治体から一定程度報告
され（文部科学省2021，文部科学省2022），
派遣回数や相談件数も増加している状況であ
る（文部科学省2022）。
　以下に，クライエントシステムとワーカー
システム（石川2019：32-34）における SSW
のマクロ・アプローチの現状と課題を考察す
る。まず，SSW におけるマクロ・アプロー
チの基本は，子どもの声を代弁し，子どもの
権利を保障するために，制度や政策，社会全
般の向上や変革に働きかけることである（ク
ライエントシステムにおけるマクロレベルへ
のアプローチ）。例えば，子どもやコミュニ
ティメンバーと共に，教育政策に対する改善
に向けて，学校や自治体に働きかけ，全ての
子どもを対象としたさまざまな課題を予防的
に取り扱うプログラムを導入した事例は，制
度や政策へのマクロ・アプローチといえる
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（山野ら2016）。
　一方，上記の課題としては，学校や社会に
おいて周縁化・社会的排除・抑圧の原因とな
る構造的条件に挑戦し，子どもへの抑圧や差
別が生じる構造的障壁を分析して，批判的・
変革的に働きかけるアプローチは十分に展開
されているとは言い難いことである。特に，
教育行政との連携や協働が SSW 実践では強
調されることが多いのに比べ，いじめ問題の
隠蔽に代表されるような教育行政の持つ硬直
化した構造に対峙するための方法や戦略に関
するエビデンスの蓄積は，非常に少ない。
　次に，ワーカーシステムの現状では，スク
ールソーシャルワーカー（以下，SSWer）が
教育委員会や学校から未だに「外部者」とし
て扱われ，教育的価値観との軋轢が生じ，一
人職場という特性も相まって孤軍奮闘する状
況に置かれる厳しい状況が存在している。非
正規雇用の常態化なども含め，活用事業の基
盤がとりわけ脆弱な SSW 実践においては，
子どもの現実と対峙するためにも，SSWer
自身の声や専門職として置かれた現状を，自
治体や国の SSW 制度や政策，社会意識に働
きかけることが，SSW 事業をつくりあげる
マクロ実践として重要視されている（ワーカ
ーシステムにおけるマクロレベルへのアプロ
ーチ）。
　上記の課題に対して，メゾ・マクロ実践で
あるエンパワメントを目指す参加型評価４）

の手法が有効であると考える。つまり，自分
たちの実践を見直すだけではなく，評価に関
わる人々が協働しながらエンパワメントし合
い，社会的問題の改善にもアプローチする，
メゾ・マクロ実践としての参加型評価が求め
られているのである（大友2019）。

（３）ソーシャルワーク教育
　次に，マクロ実践をめぐる教育の現状と課
題について概観する。その際，2021年度より
適用されている社会福祉士・精神保健福祉士

養成課程で示されている SW 関係の講義・
演習・実習の各科目における「ねらい」と「教
育に含むべき事項」（以下，教育事項）を主
な手がかりとする。
　まずは二つの養成課程の共通科目について
みていく。ここでは「ソーシャルワークの基
盤と専門職」（以下，基盤と専門職），「ソー
シャルワークの理論と方法」（以下，理論と
方法），「ソーシャルワーク演習」（以下，演
習）の３科目が該当する。「基盤と専門職」「演
習」では“マクロ”という文言は「ねらい」
「教育事項」のいずれにも見当たらない。「理
論と方法」では「ねらい」で「①人と環境と
の交互作用に関する理論とミクロ・メゾ・マ
クロレベルにおけるソーシャルワークについ
て理解する。」とある。また，「教育事項」で
「①人と環境との交互作用に関する理論とミ
クロ・メゾ・マクロレベルにおけるソーシャ
ルワーク」がある。
　つぎに社会福祉士専門科目であるが，該当
する科目は「ソーシャルワークの基盤と専門
職（専門）」（以下，基盤と専門職（専）），「ソ
ーシャルワークの理論と方法（専門）」（以下，
理論と方法（専）），「ソーシャルワーク演習
（専門）」（以下，演習（専）），「ソーシャル
ワーク実習」（以下，実習），「ソーシャルワ
ーク実習指導」（以下，実習指導）の５科目
である。「基盤と専門職（専）」の「ねらい」
には「③ミクロ・メゾ・マクロレベルにおけ
るソーシャルワークの対象と連関性について
理解する。」，「教育事項」には「②ミクロ・
メゾ・マクロレベルにおけるソーシャルワー
ク」があげられている。「理論と方法（専）」
では「ねらい」「教育事項」に“マクロ”と
いう文言はないものの，「教育事項」には「②
ソーシャルワークにおける社会資源の活用・
調整・開発」「③ネットワークの形成」「⑦ソ
ーシャルワークにおける総合的かつ包括的な
支援の実際」といったマクロ実践に関わる内
容が含まれている。「演習（専）」については
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「ねらい」に「⑤ミクロ・メゾ・マクロレベ
ルにおけるソーシャルワークの対象と展開過
程，実践モデルとアプローチについて実践的
に理解する。」，「教育事項」には「ネットワ
ーキングやコーディネーション，地域住民に
対するアウトリーチとニーズ把握，地域アセ
スメント，地域福祉の計画，組織化，社会資
源の活用・調整・開発，サービスの評価」と
いったマクロ実践に関係する内容がある。「実
習」及び「実習指導」には“マクロ”の文言
はないが，「実習」の「教育事項」には「③
利用者や地域の状況を理解し，その生活上の
課題（ニーズ）の把握，支援計画の作成と実
施及び評価」「⑥当該実習先が地域社会の中
で果たす役割の理解及び具体的な地域社会へ
の働きかけ」「⑦地域における分野横断的・
業種横断的な関係形成と社会資源の活用・調
整・開発に関する理解」「⑧施設・事業者・
機関・団体等の経営やサービスの管理運営の
実際（チームマネジメントや人材管理の理解
を含む。）」「⑩ソーシャルワーク実践に求め
られる以下の技術の実践的理解」がマクロ実
践に相当する事項といえる。
　続いて精神保健福祉士専門科目である。該
当するのは「ソーシャルワークの理論と方法
（専門）」（以下，理論と方法（専）），「ソー
シャルワーク演習（専）」（以下，演習（専）），
「ソーシャルワーク実習」（以下，実習），「ソ
ーシャルワーク実習指導」（以下，実習指導）
の４科目である。「理論と方法（専）」の「ね
らい」に「④精神保健福祉士と所属機関の関
係を踏まえ，組織運営管理，組織介入・組織
活動の展開に関する概念と方法について理解
する。」「⑤個別支援からソーシャルアクショ
ンへの実践展開をミクロ・メゾ・マクロの連
続性・重層性を踏まえて理解する。」とある。
「教育事項」では「①精神保健福祉分野にお
けるソーシャルワークの概要」「⑤ソーシャ
ルアドミニストレーションの展開方法」「⑥
コミュニティワーク」「⑦個別支援からソー

シャルアクションへの展開」がマクロ実践に
連なる事項といえる。「演習（専）」では“マ
クロ”という表現はされていないものの，「ね
らい」には「④精神疾患や精神障害，精神保
健の課題のある人を取巻く環境や社会を見渡
し，こうした人々への差別や偏見を除去し共
生社会を実現するための活動を精神保健福祉
士の役割として認識し，政策や制度，関係行
政や地域住民にはたらきかける方法をイメー
ジできるようになる。」とある。「教育事項」
では「コミュニティソーシャルワーク，社会
福祉調査の実施，計画策定，評価，資源創出，
政策提言」といった内容があげられている。
「実習」及び「実習指導」には“マクロ”の
文言はないが，「実習」の「教育事項」には「ク 
施設・機関・事業者・団体等の経営やサービ
スの管理運営の観察」「ケ 当該実習先が地域
社会で果たす役割の考察と具体的な地域社会
への働きかけとしてのアウトリーチ，ネット
ワーキング，社会資源の活用・調整・開発場
面の観察」「コ 実習先施設・機関や所属地域
における精神保健福祉向上のための課題発見
と政策提言に関する考察」といった事項は“マ
クロ実践”に関連する。
　以上が SW 関係の各科目における“マク
ロ実践”に連なると思われる内容であるが，
二つの養成課程では他にも“マクロ実践”に
関わる内容を扱っている科目がある。例えば，
共通科目では「社会福祉調査の基礎」「地域
福祉と包括的支援体制」，社会福祉士専門科
目においては「福祉サービスの組織と経営」，
精神保健福祉士専門科目においては「精神保
健福祉の原理」が該当する。
　このようにみてくると，SW 専門職である
社会福祉士・精神保健福祉士の養成課程を念
頭においた場合，日本のSW教育においては，
“マクロ実践”に関わる事項を多くの科目で
扱っていることが確認できる。ただし，教育
展開上つぎのような課題も指摘することがで
きる。
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　第一に，“マクロ実践”の対象を「組織・
コミュニティ・政策」と理解した場合，日本
の SW 教育では「コミュニティ」について
は「地域」に関する内容がほぼ全てを占めて
おり，それ以外の「コミュニティ」という想
定が弱い傾向にある。
　第二に，「組織」については，社会福祉士
養成課程では「福祉サービスの組織と経営」
で扱っているものの，具体的な（自・他とも
に）組織介入の方法については十分に扱われ
ているとは言い難いことである。
　第三に，「政策」について社会福祉士養成
課程ではほぼ取り上げられておらず，それは
精神保健福祉士養成課程と比べても顕著であ
る。
　第四に，“マクロ実践”に関する知識は講
義科目で一定程度教授されており，演習科目
においても“マクロ実践”を含んだ事例が取
り上げられていると見込まれるが，実習で学
生が“マクロ実践”について十分に学ぶこと
ができていない可能性がある。この場合，実
習で“マクロ実践”を学ぶことは困難という
先入観を教員も実践者も持っている可能性が
影響していることが考えられる。
　第五に，SW 研究に関する整理にもあった
ように，日本のSW実践における“メゾ”と“マ
クロ”の異同や対象・範囲・方法論等につい
ての理論的整理が十分とはいえない状態で教
育が行われている面がある。この点は，SW
と地域福祉の関係を日本の社会福祉学がどの
ように議論してきたのかを反映しているので
はないか。

３．�他学問分野とソーシャルワーク・
マクロ実践との接点および可能性

　ここまで，日本における SW の研究・実
践・教育でのマクロ実践の現状と課題につい
て整理してきた。ここからは，組織，コミュ
ニティ，政策領域においてマクロ実践が持つ

可能性を検討するため，政治学，法学，そし
て教育学という他学問分野とマクロ実践との
接点について論究していく。

（１）政治学から
　政治学は，「社会全体に影響を与えるよう
な利害と価値を巡って生じる紛争についての
研究であり，また，どうすればこの紛争を調
停することができるかについての研究」（ク
リック2003：13）であり，政治とは，「一定
の支配単位内の相異なる諸利害を，全共同体
の福祉と生存にめいめいが重要な程度におう
じて，権力に参加させつつ調停するところの
活動」で，それは「慎重で・たゆみない」実
践的な個々人の活動に依存している（クリッ
ク2014：10-12）。
　「社会全体に影響を与えるような利害と価
値」は，時代の変化や社会構造の変化に応じ
て変化する。20世紀の福祉国家の発達はその
対応として考えることができよう。
　20世紀の福祉国家は，1929年の大恐慌，第
二次世界大戦後の冷戦的対立の中で，資本主
義とデモクラシーの結合としてそのプロトタ
イプが生まれた。1960年代から70年代にかけ
ては，自由民主主義体制の下で経済成長を前
提とする国富の増大―量的な成長―により社
会保障と社会福祉，生活保障と雇用保障を充
実させていく「福祉国家の黄金期」を迎え
る。しかし，1980年代以降，先進資本主義諸
国は低成長ないしゼロ成長時代に入り増大す
るパイを分配することにより福祉を充実させ
ることは不可能となる一方で，新自由主義の
イデオロギーにより資本主義は公共性を大幅
に欠落させたグローバル金融資本主義に変質
し「福祉国家の危機」に至る。政治は経済の
ニーズにより支配される「経済政体」に乗っ
取られ，自由民主主義はその基盤である市民
の政治参加と活発な活動が掘り崩されている
（千葉2021：11-12,68）。
　さらに長期的，包括的に考えると，産業革
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命以降の世界で生じ蓄積された変化は，地球
温暖化をはじめとする環境問題や，感染症の
拡大，貧富の格差の拡大，人の移動，といっ
た地球規模の課題を生み，地球という限られ
た環境における「全共同体の福祉と生存」の
大きな脅威となっている５）。
　このような状況の中で，政治学がマクロ実
践とどのような接点を持ちうるのか，その可
能性を考えたい。
　マクロ実践は，「組織，コミュニティ，政
策領域のいずれか，あるいはこれらのうちの
複数のものに変化をもたらすために企図さ
れた専門性に基づく（諸）介入」とされる
（Nettingら2017）。また，その射程として，「不
特定多数の人々への影響を想定し，社会・経
済状況，法律・制度，意識・価値観，偏見・
差別等の社会不正義，慣習等の変革を目指し
て展開する意図的なコミュニティ実践（組織
化，計画化，資源・能力開発，アドボカシー），
組織運営管理，政策実践」を含むものとされ
る（日本社会福祉士会2021：53）。これらの
定義から，マクロ実践は，不特定多数の人々
に関わる公共性を持ち，個々人の多様性を守
る社会正義の実現を図る活動であり，組織，
コミュニティ，政策領域において変化を生み
育てる戦略的重要性を持つものといえる。
　福祉国家の下での，資本主義と民主主義の
結合に疑問符が付され，地球規模での持続可
能な社会の実現が求められている現在の世界
で，マクロ実践は次の３つの問題領域におい
て，重要な役割を果たすことができよう。
　第一に，マクロ実践は，新自由主義の下で
進められる公的サービスの私営化／民営化に
対して，私営企業が提供するサービスが，福
祉やケアを必要とする人々や家族のニーズに
応えているのかを検討する公共性チェックの
役割を果たすことができる。公的サービスの
民営化において私営企業は顧客・支払い手と
しての政府に向き合うこととなり，そこで忖
度や利益供与などのリスクが生じる（千葉

2021：225-226）。民営化の中で，果たして私
営企業が福祉やケアを必要とする人々や家族
のニーズに寄り添っているのかどうかを，ミ
クロレベルにおける実践を通してチェックす
ることは，マクロ実践の重要な役割の一つと
考えられる。
　第二に，新自由主義によって形骸化した民
主主義を再生し，「福祉国家」を超える「福
祉社会」を実現する過程において，マクロ実
践の果たすべき役割には大きなものがある。
国家あるいは中央政府でなければできない社
会保障や社会福祉の政策は維持しなければな
らないが，市民社会は，地方自治体をふくむ
様々な政治的主体や多様な運動体が奏でる複
数性の公共空間（千葉2021：231-234）であり，
地域共同体のニーズに最も具体的かつ積極的
にまた効率的に取り組めるのは地域コミュニ
ティである。マクロ実践は，この地域コミュ
ニティにおいて，自治体や多様な活動に取り
組む NGO，NPO，そして市民と協働して，
人々の「良き生」を人々に最も身近な領域で
当事者が参加する形で実現する方向性を切り
拓くことができるだろう６）。
　広井良典は，「個人の生活や福祉がしっか
りと保障されつつ，それが環境・資源制約と
も両立しながら，長期にわたって存続しう
る」社会モデルを『持続可能な福祉国家／福
祉社会』として，その構想を提唱している（広
井2015a：90-91）。この立論の背景には，エ
コロジー・福祉・コミュニティを定点とする
「ポスト資本主義」の議論がある。マクロ実
践においても，このような地球規模の惑星的
限界を踏まえ，人々の「良き生」を構想する
ことが求められよう。

（２）法学から
　マクロ実践を「組織，コミュニティ，政策
領域のいずれか，あるいはこれらのうちの複
数のものに変化をもたらすために企図された
専門性に基づく（諸）介入」である（Netting
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ら2017）と理解するならば，法学の研究対象
とする「法」は，マクロ実践が展開される
「場」を（私人や団体に何らかの権限を付与
するなどの形で）積極的に，あるいは（ある
行為や組織やコミュニティ形成活動を人々の
「自由」に委ね，その「自由」に基づくこれ
らの活動の正当性を付与するという形で）消
極的に形成する役割を担うものとして，時と
してこれらの介入または変革の対象となり得
る存在である。法とは富・権力・知を分配
する媒体であることを正面から承認すること
を求める批判法学の議論を持ち出すまでもな
く（船越2021：35），法と社会との間には，
法が社会に対して働きかけ，社会の秩序形成
を促す一方，一定の規範性を持つ社会秩序を
法が取り入れることにより，これを普遍化・
固定化するという関係を見出すことができる
（笠木2013：53-４）。このような中で，ある
個人ないし集団が，既存の組織あるいはコミ
ュニティ内部を支配する一定の秩序の存在に
よって当該社会の中で脅威にさらされている
場合に，こうした個人ないし集団のニード（ニ
ーズ）を満たすためにかかる秩序そのものに
介入しなければならないことを求めるマクロ
実践の立場からすれば，こうした秩序形成の
背後にある法もまた，介入または変革の対象
となるといえるであろう。
　他方で，法は，マクロ実践において介入・
変革に用いられる手段（の一部）を提供する
存在でもある。法は，「権利」の行使や（法
によって保護されるべき）「利益」の防御手
段を提供し，司法制度がこれらの「権利」行
使や「利益」の正当性を承認し，場合によっ
てはそれを強制的に実現する手段を提供す
る。現状の秩序が法によって保護されるべき
個人の権利や利益を侵害している場合には，
当該個人の申し立てに基づき，法はそれを是
正することを認める。これらは通常，個人の
「権利」や「利益」の保護の手段として用い
られるが，たとえば，高度経済成長の過程の

中で拡がった，公害訴訟・薬害訴訟，消費者
問題などに対しバラバラの個人が訴訟を通じ
て集団化して政策形成を志向した訴訟戦術を
展開する，いわゆる「現代型訴訟」と称され
る訴訟（大塚2022：93-４）の態様は，個々人
の保護されるべき利益の共通性に基づいてそ
れを集団としての利益へと昇華し，これによ
って既存の社会システムの変革をも志向する
という意味で，マクロ実践の問題意識とも重
なる部分がある。なお，訴訟制度との関連で
いえば，個人の利益を代弁する団体に訴権を
与え，個人に対する利益侵害の差止め，ある
いは被害回復を実現する，いわゆる団体訴訟
制度は（日本での立法例として，消費者契約
法12条に基づく適格消費者団体制度及び令和
４年法律第59号による消費者裁判手続特例法
の改正などを参照），個々人のレベルでは被
害（不利益）が小さく，それに比して訴訟コ
ストが大きい社会課題について，集団的にこ
うした散在する利益を代弁し，そうした被害
の将来的な差止めや被害回復を求める仕組み
として注目される（ドイツの障害者平等法に
は，障害者が公権力の行使により権利侵害を
受けた場合等に，障害者団体が代理して保護
の申し立てをする，団体に違法確認訴訟を提
起する権限を与える興味深い仕組みがある）。
また，訴訟制度以外にも，行政立法（政省令等）
の制定手続における意見公募手続（いわゆる
パブリックコメント）制度（行政手続法39条）
や行政計画策定段階における市民（団体）の
参加（例：社会福祉法107条２項）などは，
未だ不十分である点は否めないものの，市民
の声を広義の政策立案過程に反映するメカニ
ズムとして，マクロ実践が政策領域への介入
を試みる際の経路として活用可能である。こ
のように考えると，法（学）はマクロ実践の
問題意識と無縁であったわけではなく，マク
ロ実践の教育に当たっては法に関する知識の
提供が不可欠である。
　もっとも，マクロ実践（の教育）には，ク
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ライエントの抱える困難を解消するために，
組織やコミュニティなど彼／彼女を取り巻く
環境そのものに介入するに当たって，クライ
エントがいかなる環境（政治・経済・社会シ
ステム）の中に位置付けられ，諸システムが
いかなる構造を持つのか，その変革に関心を
持つ担い手は誰か，それらの人々の協力を得
るにはどうしたら良いかなど，その環境を分
析する手法を身につけ実践するというところ
にひとつの焦点があると考えられる。前述し
た法の持つ社会秩序の普遍化・固定化機能を
認識することは，法が政治・経済・社会シス
テムを構造化する側面を有している（藤谷
2022：５）という点で，かかる作業のなかで
ひとつの重要な位置付けを持つと考えられる
一方，法を変革ツールとして活用する以前の
段階でもマクロ実践の展開を期待すべき場面
は多々存在する。こうした場面として法学―
―とりわけ SW が扱うような生活上の諸課
題を考察対象とする社会保障法・社会福祉法
のような法学分野――が期待し，また協働を
期待するのは，未だ既存の法によって保護さ
れるべき利益には至らない生活上の利益，あ
るいは単なる個人の利益に消化されない集団
的・集合的利益――特定の私人に独占的排他
的に帰属する権利ではなく，かといって，一
般的抽象的な公益そのものでもない，中間的
な存在のごとき利益（中川2013）と表現でき
るもの――に対して，社会的に対応すべき利
益としての地位を付与していくことである。
このような利益に社会的な承認を与える作業
は，法（学）の想定するルートに乗る以前の
声（voice）なき声を表出する作業ともいえ，
個人化・孤立化の進む社会の中で剥き出しの
力関係により社会関係が規定されることを回
避するためにも，切実な課題であると思われ
る。

（３）教育学から
　教育学とは単に学校教育のみを扱う研究領

域ではなく，より人間の発達など多岐に渡る
領域を射程としている。例えば，勝野・庄井
（2015：４）は，「教育は，人間が，他者と
のかけがえのない『いのち』を育み，新たな
文化の創造へといざなう複雑な営みです」と
述べている。ここで出てくる「他者とのかけ
がいのない『いのち』」は，例えば家庭や学
校，ないしは児童館等において展開される教
育研究の対象でもある実践が，マクロ実践と
いう文脈でも語ることが可能であろう。また，
SSW に関する研究や実践は，学校教育と社
会福祉を架橋する代表的で象徴的な研究とい
うことができる。本議論を少し角度から考え
るために，次に「教育学研究科・教育学部」
を有する東京大学と北海道大学を例として取
り上げ，以下みていきたい。
　東京大学大学院教育学研究科は総合教育科
学専攻科と学校教育専攻科に分かれている。
前者の専攻科の一つに「生涯学習基盤経営コ
ース」があり，生涯学習を支える公民館・図
書館・博物館等，社会教育に関する研究室が
置かれている。また，北海道大学大学院教育
学研究院は８つの講座が設けられており，生
涯学習論講座の他に教育社会論講座が設置さ
れている。後者の講座では「この講座では，
社会学，経済学，社会福祉学など，社会諸科
学の成果をふまえながら，教育と社会の関連
について，その現状と課題を探求していま
す。」とあるように，社会福祉学に関する言
及がある。SW が，社会変革と社会開発，社
会的結束，および人々のエンパワメントと解
放を促進する，実践に基づいた専門職であり
学問であることを鑑みると，学校教育であれ
生涯学習であれ，教育（学習）がその手段と
して果たす役割が大きいといえることから，
教育学の領域でも理論研究や実践研究が展開
されている。
　また，日本には教育学に関する学術学会が
数多くあるが，「日本教育学会」が最も代表
的な学会といえる。本論考に関連して紹介す
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ると，機関誌『教育学研究』では「教育・福
祉・労働－ボーダーレスの中での教育学の役
割」（第78巻第２号 2001年６月），「差別・排
除・貧困に教育学はどう向き合ってきたか」
（第85巻第４号 2018年12月）という特集を
組んでいる。
　しかしながら，SW 研究や社会福祉学と同
様に，教育学のあり方を巡って研究者間でも
議論が続いている。例えば，田原・大田編
（2007）『教育のために 理論的応答』や杉田・
熊井編（2019）『「エビデンスに基づく教育」
の閾を探る－教育学における規範と事実をめ
ぐって』における論考は，マクロ実践にとっ
ても有益であると考える。
　さらには，アメリカの教育研究における
知見も参照枠として有益である。例えば，
貼佐（2021：197）は，アメリカにおけるス
クールナースを日本の養護教諭と比較しつ
つ，学校保健と学校教育を繋ぐ架け橋となる
存在だと指摘する。なお，インディアナ州
ノースマンチェスターにあるマンチェスタ
ー・コミュニティ・スクールズ（Manchester 
Community Schools）では，スクールナース
がイニシアティブを取り，「子どもの貧困」
対策に取り組んでいる。具体的には，保護者
の経済的な理由から自宅で十分に食事をとる
ことができない子ども達のために，金曜日に
学校から帰宅する際に該当する児童生徒に週
末のための食事（パンや缶など，日持ちをす
るもの）を紙袋に入れて提供する取り組みを
行っている（片岡ら2020：41）。
　以上のことから，教育学の知見はマクロ実
践の研究への参照枠となり得ると考える。

４．考察

　これまでアメリカにおけるマクロ実践の教
育・研究の現状を押さえたうえで，日本のマ
クロ実践をめぐる研究・実践・教育の現状と
課題を概観すると同時に，他の学問分野から

見たマクロ実践との接点及びその可能性につ
いて論究してきた。これらを踏まえて，日本
におけるマクロ実践の現状を考察する。
　まず，日本では特に2000年代以降に SW
の対象に関するミクロ・メゾ・マクロと，実
践としてのミクロ・メゾ・マクロの概念整理
が混合してしまい，これらについて十分なコ
ンセンサスが得られていない状況があること
が分かった。これは，SW実践としてミクロ・
メゾ・マクロが何を“目的”としているのか
という議論なしに，介入する“対象”として
のみ整理されてきてしまったこと，その結果
として社会学やシステム理論に基づく“対象
のシステムレベル”としてのミクロ・メゾ・
マクロという概念規定と混合してしまったこ
とが原因として考えられた。
　この混乱は，SW 実践，SW 教育にも影響
していることが示唆された。SW 実践の整理
においても，先行研究ではメゾとマクロとが
十分に整理されておらず，併記するかたちで
用いられていることが確認できている。また，
2021年度より始まった社会福祉士・精神保健
福祉士養成課程の内容を整理することで，日
本の SW 教育におけるマクロ実践の現状を
述べたが，やはりメゾ・マクロの理論構築が
不十分な状況下で今の教育が実施されている
可能性を否定することはできなかった。
　加えて，実践と教育ではマクロ実践のうち
“（特に地理的な要素を含む地域としての）
コミュニティ”に関する実践は実施されてき
ているものの，組織や政策領域に関しては十
分に実施されているとは言い難い状況であ
ると考えられる。SW 研究については，ミク
ロ・メゾ・マクロの整理に終始してしまい，
組織・コミュニティ・政策領域ごとの先行研
究についてレビューすることはできていない
が，組織や政策領域での変化を企図したマク
ロ実践に関する先行研究は管見の限りほとん
ど見当たらなかった。アメリカではマクロ実
践について Generalist Practice としての基本
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展開は同一としながらも，組織に対する実践，
コミュニティに対する実践，国家レベルでの
実践（政策領域）ごとの理論が構築されて
いる。このうち，コミュニティに対する SW
実践については，日本でも地域福祉やコミュ
ニティ SW という文脈において理論構築が
進んでいるといえよう。しかし，組織に対す
る SW 実践，国家レベルでの SW 実践（政
策領域）では十分な研究が行われておらず，
結果として実践，教育でも十分に取り扱われ
ていない現状がある。
　組織に対する実践のうち，組織（施設）の
管理運営（アドミニストレーション）につ
いては研究・実践・教育が行われてきてい
る。他方，アメリカではアドミニストレーシ
ョンやマネジメントだけでなく，1980年に
は“Change from Within Humanizing Social 
Welfare Organizations”（Resnik ら1980） が
刊行され，一スタッフとして内部から組織を
変革するマクロ実践が提示されている。残念
ながら日本においてこのような視点での組織
に対する SW 実践に関する研究は見当たら
ない。政策領域のマクロ実践についても同様
のことがいえよう。社会福祉士・精神保健福
祉士養成課程の指定科目に“刑事司法と福祉”
が位置付けられているものの，その基本は司
法領域における個別支援（つまりはミクロ実
践）であり，マクロ実践としての記述はほと
んどない。
　これらを踏まえると，まずは日本において
SW のミクロ・メゾ・マクロ実践の定義を明
確化することが必要と考える。その際，“働
きかける対象”に応じた区分ではなく，実践
の“目的”に応じた定義づけが有効といえよ
う。つまり，“個人の支援”を目的とした実
践なのか（ミクロ実践），“社会（システム）
の変化”を企図した実践なのか（マクロ実
践）という“目的”に依拠してミクロ実践と
マクロ実践を規定し，支援方法はそれに付随
するものとして整理していく方法を提案した

い。このような見解に立つならば，Bailey ら
（2022）が述べるようにメゾという整理は不
要である。例えば，グループワークを用いた
実践であっても，その目的が個別のクライエ
ントに対する支援であればそれはミクロ実践
と位置付けることができ，社会（システム）
の変化を目的とするならばグループ活動を取
り入れていたとしてもそれはマクロ実践とし
て整理することができよう。この際，ミクロ
実践・マクロ実践という定義はあくまでも目
的を意味するに過ぎないことから，マクロ実
践にかかる各方法論についても別途構築して
いくことが必要である。具体的には組織に対
する実践，コミュニティに対する実践，政策
領域における実践の理論構築が求められよう。
　次に，政治学，法学，そして教育学の視点
からマクロ実践との接点とその可能性を検討
することを通して，学際的な研究・実践がそ
れぞれの学問に大きな貢献をもたらすことが
示唆された。それには二つの方向性があり，
一つは各学問分野における課題をマクロ実践
によって解消・緩和していくことへの期待
であり，もう一つは各学問分野の知見を積極
的に活用することによってマクロ実践を効果
的・発展的に実施できることへの期待である。
　例えば教育学においては，すでに SSW と
いうかたちで教育学とマクロ実践との協働
が実現しており，一定以上の成果が創出さ
れてきている。しかしながら，SSW の現状
と課題でも述べた通り，構造的障壁に対す
る SSW としての実践は不十分であり，特に
教育行政下において SSWer が効果的に立ち
まわることが難しい状況が見受けられる。も
し SSWer らが教育学の知見を用いて，教育
行政や学校現場のアセスメントを行うことが
できれば，これまでとは違ったアプローチを
想定することが可能になるのではないだろう
か。政治学や法学でも同じことがいえよう。
政治学，法学ではアプローチしがたい事象に
対するマクロ実践への期待がかかっているこ
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とも念頭におき，なぜ各分野においてこれら
への接近が困難となっているのかを理解した
うえでマクロ実践を展開していくことが必要
である。ただし，その場合に SWer が政治や
法制度を“所与のもの”と捉えてしまい，変
革の対象として意識できなければ，マクロ実
践がこれらの期待に十分に応えることは難し
いだろう。また，政治学や法学の知見を十分
に取り入れることなくそれらへのマクロ実践
を企てたとしても，十分な成果を得ることは
難しいかもしれない。
　加えて，政治学や法学などがアプローチし
がたい事象に対するマクロ実践が，結果とし
て変革すべき政治体制や法体系などを保全・
肯定してしまうというパラドックスに陥る可
能性を考慮する必要がある。それはつまり，
長年 SW が批判されてきた現状を肯定する
装置として機能することを意味する。このよ
うな結果や批判を避けるためにも，他学問分
野における知見の十分な獲得，あるいはそれ
らとの協働が重要であると考える。
　以上を踏まえると，各領域におけるマクロ
実践を効果的に展開していくためには，あら
ゆる社会的な状況を“所与のもの”として固
定化してしまうのではなく，変革の対象とし
て捉えることが必要である。そのうえで，対
象に関連する学問分野の知見についても積極
的に取り入れていき，それらを踏まえた対
象理解，さらには変革に向けた方法論を構築
していくことが重要になってくる。これらを
SWer だけで展開していくことは困難である
ため，マクロ実践では他学問分野との連携・
協働が重要かつ必要であると考える。

５．結論と課題

　本稿を閉じるにあたり，繰り返しにはなる
が本稿の結論と今後の研究課題についてまと
めておくことにしたい。
　日本における SW が，社会資源の活用を

主たる手段とした個人が抱える問題の解決法
として，専ら矮小化された理解に未だ留まっ
ているという事実を根底から覆すことは難し
い。そのことを本稿の目的に惹きつければ，
マクロ実践ヘの理解，研究・実践・教育での
具体的取り組みが極めて薄いものであったと
いう証左ともいえる。
　「組織，コミュニティ，政策領域のいずれ
か，あるいはこれらのうちの複数のものに変
化をもたらすために企図された専門性に基づ
く（諸）介入」（Netting ら 2017）をマクロ
実践ととらえ進めてきた本論考において，こ
れまでの日本における理解の“曖昧さ”や“不
十分さ”が明確となり，今後は，“目的”や“標
的”を明示した実践レベル，介入レベルでの
具体的検討が一大課題としてあぶり出された
といえよう。
　加えて，“組織”，“コミュニティ”，“政策”
それぞれの領域について，“マクロレベルの
変革のエピソード”を SW 実践の中から紡
ぎ出す研究を重層的に展開しなければならな
いこと，その上で，研究，実践，教育それぞ
れにおいて，あるいはそれら一連の活動にお
いて，具体的な目的や方法として具体化する
作業が求められているといえる。
　複雑・多様化する人びとの生活課題を解決
するための介入（ミクロ実践）と，複雑・多
様化する課題を抱える社会構造や社会システ
ムの変革（マクロ実践）にチャレンジする
SW は，元来，学際的な特性を有している。
本稿では，単なる“知識”としてではなく，
他学問分野における知見が不可欠であり，ま
た協働できる可能性の一端も明示できたと考
えられる。課題は山積しているが，今後，着
実に取り組むことにより，日本における SW
の存在意義が明確化されることに繋がると思
われる。
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４）参加型評価とは，評価に関わる人々のエンパワ
メントを目指し，自分たちの実践を「対話」と
「合意形成」を通して見直し改善することから，
社会変革も志向する評価形態である。その定義
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プログラムに対して，評価の知識・技術を持つ
専門家が，その専門家集団のみならず，プログ
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超えて世界に感染が拡大している新型コロナ
ウイルス感染症も，年代別の死亡率を見ると，
感染拡大の当初から，50代までは１％以下だ
が，60代は1.7％，80代以上は11.1％に上るこ
とが示され，第６波の年代別死者では70代以上
が90％である。また，新型コロナウイルスは，
感染による被害だけではなく，感染予防のため
にとられた行動制限や営業自粛によって，崖っ
ぷちの貧困予備層―非正規雇用，低所得，女性，
非熟練労働者―に強烈な打撃を与えた。コロナ
禍のリスクと被害は，人々の社会経済的な位置
や，障害の有無，年齢，職種等により，社会の
中で偏りがある。

６）山崎望は，「ポスト・リベラル／ナショナル
な福祉をめぐって」（政治思想学会2010：24-
52）において現代民主主義論の観点から福祉を
論じる枠組みの変容について考察し，次のよう
に述べている。現代世界において福祉を問うた
めには，国民国家や公／私区分を条件としても，
所与の前提としないアプローチが要請されて
いる。福祉を構成する内容，すなわち経済関係
や承認，家族に代表されてきた親密圏，社会的
関係性，政治共同体と他のアクターの組み合わ
せは，自然や本質ではないが故に決定性／非決
定性へと開かれている。換言すれば政治の領域
である（もしくは非政治化される）ため，福祉
の内容を決定する「当事者」とは誰か，「当事者」
にとって必要な「ニーズ」とはなにか，それに
誰が応えるかをめぐり，福祉の「ニーズ解釈を
めぐる政治」（N, フレーザー）が展開されるこ
とになる。
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